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平成２４年業務核都市の育成整備等に関する要望について 

 

九都県市及び茨城県においては、「展都」と「分権」の推進に基づく首都圏の再編整

備により、東京一極集中問題の解決に向けて、業務核都市の育成整備に努めており、こ

れまでに業務施設集積地区における中核的施設の整備により業務機能の集積が図られ

るなど、一極集中の緩和に一定の成果を上げてまいりました。 

しかしながら、業務機能の集積による拠点形成の観点からは、大きく進捗した都市が

あるものの、今後相当の時間を要する都市も見られる状況にあります。また、業務核都

市に集積した業務機能等の一部には、都心へと回帰する動きも見られます。 

一方、多極分散型国土形成促進法による制度の創設から２０年以上経過し、少子高齢

化の進展、人口減少社会の到来等、業務核都市を取り巻く社会経済情勢が大きく変化し

ている中、首都圏広域地方計画においては、業務核都市等の拠点機能向上や各都市を繋

ぐネットワークの構築を図ることとしております。 

このような状況を踏まえ、業務機能に加え、商業・生活等の機能集積により、業務核

都市の「拠点性の向上」を図るとともに、広域的な幹線道路の整備による業務核都市間

の「ネットワークの構築」を推進することで、暮らしやすく、働きやすい首都圏を実現

し、世界の社会・経済をリードする風格ある圏域づくりを進めることは、九都県市首脳

会議及び茨城県共通の重要課題でありますので、このたび要望書をとりまとめました。 

つきましては、業務核都市の育成整備等について関係省庁と連携のうえ、所要の措置

を講ぜられるよう要望します。 
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【拠点性の向上に関する要望】 

○ 中核的施設の対象の拡大について 

  業務核都市における総合的な都市機能の強化と集積を図るために必要な施設

として、交通施設や流通業務施設等に加え、医療・福祉等生活の質の向上に資す

る施設、ホテル・大規模集客店舗等都市のにぎわいに資する施設など、中核的施

設の対象の拡大を図ること。 

 

○ 税制上・財政上の支援措置について 

  中核的民間施設の整備を強力に促進するため、民間事業者に対する税制上の支

援措置及び地方団体に対する財政上の支援措置を講じること。 

 

○ 資金上の支援措置について 

  中核的民間施設の整備に係る初期投資や、大規模修繕等に係る更新投資を促進

するため、資金上の支援措置を講じること。 

 

【ネットワークの構築に関する要望】 

   環状方向の広域的な幹線道路の早期整備等について 

    業務核都市間のネットワークを構築し、相互連携・交流の強化による一体的発

展を図るため、首都圏三環状道路など環状方向の広域的な幹線道路の整備の推進

及び構想の具体化を図ること。 

 

 【制度に関する要望】 

   大都市圏制度見直しに関連する業務核都市の育成整備等について 

  現在、国においては、国の成長エンジンである大都市の機能を強化するために、

大都市で顕在化している課題に関する調査を実施する等、今後の大都市圏制度の

あり方について検討が進められているところである。 

一方、首都圏における業務核都市の中には、十分な拠点形成が図られていない

都市も見られる状況にあることから、大都市圏制度の見直しに際しては、業務核

都市の位置づけを明確にし、育成整備等を一層推進するための支援措置の制度化

を要望する。 

 


